


























































































































































































































96頁、名古屋高金沢支判昭和47年 8 月 9 日判時674号25頁、熊本地判昭和48

























































































































































下「油濁賠償法」という）が存在する。被害者の保護（ 1 条）を目的の 1 つ
とする同法は、船舶油濁損害をタンカー油濁損害と一般船舶油濁損害に分け
たうえ（同法 2 条 5 号の 4 ）、前者についてはタンカー所有者が（同法 3 条
1 項および 2 条 5 号）、後者については一般船舶所有者等が（同法39条の 2
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し、または吸入することにより人体に中毒およびその続発症を及ぼすものを
いう）により生じた損害をいう（同法 2 条 2 項）。原子力損害賠償責任は原
子力事業者に集中している（同法 4 条 1 項）。責任制限に関する規定はなく
無限責任である（同法 4 条 3 項）。また、商法798条 1 項の 1 年の短期消滅時
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当該一般船舶所有者等）及びその使用する者以外の者の悪意により生じたこ
と」、「専ら国又は公共団体の航路標識又は交通整理のための信号施設の管理
の瑕疵により生じたこと」（括弧内筆者注記）の 4 つである（同法 3 条 1 項





































































ウィーン条約（以下「ウィーン条約」という）における「a grave natural 
disaster of an exceptional character」の「grave」の文言を参照してのこ
とであると考えられる。これに対して、我が国が批准する民事責任条約は








ことから、 同条約 3 条 2 項⒞の航行援助施設の維持について（for the main-
tenance）の過失・不法の行為は、油濁賠償法 3 条 1 項 4 号および同39条の























































































































株主である原告が、本件原発事故について、原賠法 3 条 1 項但し書の適用が
なく、東京電力に賠償責任があるとの判断を前提とした被告国の措置により





























のである。同条約 3 条 2 ⒜においては、例外的、不可避的、不可抗力的性





大気汚染防止法 斟酌型 天災その他の不可抗力 無し
水質汚濁防止法 斟酌型 天災その他の不可抗力 無し
鉱業法 斟酌型 天災その他の不可抗力 無し























明らかである。すなわち、改正前のパリ条約 9 条およびウィーン条約 4 条 3
項⒝では、各締約国において別段の定めをする場合を除き、「異常な性質の

















































































年に制定された連邦水質汚濁管理法（Federal Water Pollution Control 
Act）を1972年に改正した水質浄化法（Clean Water Act）、1990年に制定さ
れた油濁法（Oil Pollution Act）および1980年に制定された包括的環境対
応補償責任法（Comprehensive Environmental Response, Compensation, 















争行為（act of war）、連邦政府の側に過失がある場合（negligence on the 
part of the United States Government）、第三者の作為または不作為（act 
or omission of a third party）である（当該第三者の作為または不作為に
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。すなわち、不可抗力（act of God）、戦争行為（act of war）、および第
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由もない（no reason to know）というためには、被告は、一般的に認めら
れた適切な商業上および慣習上の基準および慣行（good commercial and 

































































　（ⅳ）真正な将来の購入者（Bona Fide Prospective Purchaser）


































































































争行為（act of war）、連邦政府の側に過失がある場合（negligence on the 
part of the United States Government）、第三者の作為または不作為（act 
or omission of a third party）とする立法例
（139）
、油濁法のように免責事由を
不可抗力（act of God）、戦争行為（act of war）、第三者の作為もしくは不
























































よれば、「マコンド油井（the Macondo well）の爆発による喪失（explosive 
loss）は阻止可能だった（could have been prevented）」「噴出（blowout）
の直接の原因は、BP 社、ハリバートン社（Halliburton）およびトランス


























































































































































（ 2 ）拙稿「放射性物質の漏出による海洋汚染に対する法的対応」法時83巻 7 号51頁
（2011年）および同「1990年油濁法（the Oil Pollution Act of 1990）の下での責任
制度　メキシコ湾原油流出事故を素材として　」海事法209号 2 頁（2010年）。
（ 3 ）公法上の責任としての環境汚染の浄化措置義務およびその免責に関する検討は、 
別稿に譲る。
（ 4 ）日本経済新聞2011年 4 月10日「津波、想定の 3 倍」。
（ 5 ）事故の概要については、国会東京電力福島原子力発電所事故調査委員会『国会
事故調　報告書』（徳間書店、2012年）23頁を参照。
（ 6 ）日本経済新聞2010年 6 月16日「原油流出事故」。
（ 7 ）事故の概要については、拙稿・前掲注（ 2 ）海事法 3 頁以下、In re Oil Spill 
by The Oil Rig “Deepwater Horizon” in The Gulf of Mexico, on April 20, 2010, 
731 F.Supp.2d 1352, 1353 （U.S.Jud.Pan.Mult.Lit.） 等の他、 National Commission 
on the BP Deepwater Horizon Oil Spill and Offshore Drilling, DEEP WATER 
The Gulf Oil Disaster and the Future of Offshore Drilling Report to the Presi-
dent, January 2011, available at
　http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/GPO-OILCO-MMISSION/pdf/GPOOILCO-
MMISSION.pdf（最終閲覧日：2014年 6 月22日）に詳細に記述されている。
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賠償法講座 5  公害・生活妨害』（日本評論社、1973年）59頁、牛山積「公害無過失
責任立法の問題点　　法案要綱の問題点」『公害裁判の展開と法理論』84頁（日本
評論社、1976年）、富井利安「無過失責任論の沿革と公害賠償責任（ 1 ）（ 2 ）」広
島大学総合科学部紀要社会文化研究 5 巻29頁（1979年）・ 6 巻113頁（1980年）、植
木哲「いわゆる『無過失』責任について」民商88巻 2 号201頁（1983年）、淡路剛久
「過失責任と無過失責任」ジュリ918号82頁（1988年）、吉村良一「公害における過










（11）岡松・前掲注（ 9 ）746頁以下、野村・前掲注（ 9 ） 5 頁、近江・前掲注（10）













法律案外 1 件委員会議録41頁（昭和14年 3 月 3 日）（大森政府委員発言）参照。
（17）なお、我が国においては、立法上も学説上も、危険責任ないし報償責任の考え
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（30）同条に基づき損害賠償責任が（一部）認容された事例として、尼崎石綿公害訴
訟（神戸地判平成24年 8 月 7 日判時2191号67頁）、名古屋南部大気汚染公害訴訟
（名古屋地判平成12年11月27日判タ1066号104頁）、倉敷大気汚染公害訴訟（岡山地
判平成 6 年 3 月23日判タ845号46頁）、川崎大気汚染公害訴訟（横浜地川崎支判平成

































































（54）第38回国会衆議院科学技術振興対策特別委員会（昭和36年 4 月26日）14号 5 頁。
（55）竹内昭夫「原子力損害二法の概要」ジュリ236号32頁（1961年）。
（56）淡路・前掲注（ 1 ）30頁ないし31頁および拙稿・前掲注（ 1 ）106頁参照。
（57）科学技術庁原子力局監修『原子力損害賠償制度』（通商産業研究社、1980年）52









（63）不可抗力について論じたものとして、伊澤孝平「不可抗力の意義（ 1 ）（ 2 ・


























学際法理』（中央大学出版部、2006年）、John C. P. Golderberg et al., Tort Law 









（72）Pub. L. 92-500, October 18, 1972. 水質浄化法の解説については、連邦環境保護
庁のウェブページの他、 Duke K. McCall, III, Clean Water Act, in Environmental 
Law Handbook （21st ed. 2011）, at 317等参照。
（73）33 U.S.C. §1321（f） （ 1 ） （ 2 ） （ 3 ）．
（74）Id.
（75）33 U.S.C. §1321（a） （12）．
（76）Sabine Towing & Transportation Co., Inc. v. U. S., 666 F.2d 561 （1981）．
（77）Id. at 564-565.
（78）Liberian Poplar Transports, Inc. v. U.S., 26 Cl.Ct. 223 （1992）．
（79）Id. at 226.
（80）Pub. L. 101-380, August 18, 1990. 油濁法の解説については、落合誠一「油濁
事故損害賠償・補償のあり方への基本的考察」日本海法会百年記念論文集第一輯




前掲注（ 2 ）海事法209号 2 頁、Lawrence I. Kiern, Liability, Compensation, and 
Financial Responsibility under the Oil Pollution Act of 1990: A Review of the 
First Decade, 24 Tul. Mar. L.J. 481 （2000）, Thomas J. Shoenbaum, Admiralty 
Ane Maritime Law （4th ed. 2004）, at 883, Austin P. Olney, Oil Pollution Act, in 
Environmental Law Handbook （21st ed. 2011）, at 383 等参照。





利益の喪失 （loss of profits） または収益力 （earning capacity） の悪化 （impairment） 
に相当する損害、6：除去措置の間またはその後に増加されたまたは追加的な公共
サービス （public services） （油の流出による火災、 安全もしくは健康に対する危険
からの保護を含む） の提供に要する純費用 （net costs） に係る損害に分類されてい
る。33 U.S.C. §2702（b） （ 2 ）．
（83）33 U.S.C. §2702（a）．
（84）33 U.S.C. §2703（a） （b）．
（85）33 U.S.C. §2701（ 1 ）．
（86）Apex Oil Co., Inc. v. United States, 208 F. Supp. 2d 642 （E.D. La. 2002）; Olney, 
supra note 80, at 446.
（87）Apex Oil Co., Inc., at 653.
（88）Id. at 654.
（89）Olney, supra note 80, at 401.
（90）Id.
（91）証拠の優越とは、「ある事実についての証拠の重さ、証明力が全体として、相手
方のそれよりも優越していること」 をいうとされている。田中・前掲注 （71） 658頁。
（92）33 U.S.C. §2703（a） （ 3 ）．
（93）Olney, supra note 80, at 401.
（94）Id. at 402.
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（95）Pub. L. No. 96-510, December 11, 1980. なお CERCLA は、 1986年に the Super-
fund Amendments and Reauthorization Act に よ り、1996年 に は、the Asset 
Conservation, Lender Liability, and Deposit Insurance Protection Act により、
1999年には、the Superfund Recycling Equity Act により、さらに2002年には、
Brownfields Act によって改正が行われた。
（96）CERCLA に関する論稿は枚挙にいとまがないが、 本稿においては特に CERCLA
における免責事由について、以下の文献を参照した。英文解説として、John C. 
Cruden, Federal and State Hazardous Substance Litigation, SN085 ALI-ABA 
617 （Jun. 2008）; Michael B. Gerrard and JOEL M. Gross, Amending Cercla 
（2006）; John S. Applegate, et al., The Rreulation of Toxic Substanves and 
Hazardous Wastes （2000）; Ronald E. Cardwell, Comprehensive Environmental 
Response, Compensation, and Liability Act in Environmental Law Handbook 





（97）42 U.S.C. §9607（a）; see United States v. R.W. Meyer, 889 F.2d 1497 （6th 
Cir. 1989）, cert. denied, 494 U.S. 1057 （1990）. Applegate supra note 96, at 918-919.
（98）42 U.S.C. §9607（b）．
（99）42 U.S.C. §9607（b） （ 4 ）．
（100）Cardwell, supra note 96, at 578.
（101）42 U.S.C. § 9601（ 1 ）; see United States v. M/V Santa Clara I, 887 F. 
Supp. 825 （D.S.C. 1995）; United States v. Barrier Industry, 991 F. Supp. 678 （S. 






（102）United States v. Stringfellow, 661 F.Supp. 1053, at 1061 （C.D.Cal.,1987）; 
United States v. Allen, 1990 WL 339488, at 7 （W.D.Ark., 1990）.
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（103）Cardwell, supra note 96, at 578-579.
（104）United States v. Shell Oil Co., 841 F. Supp. 962 （C.D. Cal. 1993）, aff’d 281 F. 
3d 812 （9th Cir. 2002）. 判例法の出所につき、Cruden supra note 96, at 647. なお、 
281 F.3d 812は撤回されたものの、同事案における戦争行為免責については、2002
年の別の判決でも認められなかった。294 F.3d 1045 （9th Cir. 2002）.
（105）Cruden supra note 96, at 647.
（106）Id. at 648.
（107）In re September 11 Litigation, 931 F.Supp.2d 496 （S.D.N.Y. 2013）.
（108）Id. at 509-514. 裁判所は、戦争行為免責に関する判示は、本件の事実のみに適
して、限定的に解されるべきであることを認めた。Id. at 514. 従って、本判決は、
アメリカ同時多発テロ事件に限定して適用されるいわゆる事例判決というべきであ
る。
　　なお、 控訴審においても原審の判断は是認された。In re September 11 Litigation, 
2014 WL 1717232 （2nd Cir. 2014）.
（109）Cardwell, supra note 96, at 579.
（110）Id. at 578.




（113）42 U.S.C. §9601（ 9 ）. ファシリティは、建物、構造物、施設などの他に、有
害物質が処分された敷地または地域を含むことから、本稿では単に「施設」とは訳
さずにファシリティとの用語を用いる。
（114）42 U.S.C. §9601（35） （A） （i） （ii） （iii）.
（115）Id. 
（116）42 U.S.C. §9601（35） （B） （i） （I） （II）.
（117）42 U.S.C. §9607（o） （ 1 ）.
（118）Id. 
（119）42 U.S.C. §9607（o） （ 2 ） （A） （B）.
（120）42 U.S.C. §9607（q） （ 1 ） （A）.
（121）2 U.S.C. §9607（r） （ 2 ）.
（122）42 U.S.C. §9607（r）; 42 U.S.C. §9601（40）.
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（123）Pub. L. No. 79-585, 60 Stat. 755 （1946）.
（124）Maxwell S. Bayman, Susidizing Advanced Nuclear Energy, 9 Okla. J. L. & 
Tech. 62.
（125）Id.
（126）Pub. L. No. 83-703, 68 Stat. 919 （1954）.
（127）Bayman, supra note 124.
（128）Id.
（129）Pub. L. No. 85-256, 71 Stat. 576 （1957）.
（130）Bayman, supra note 124. すなわち、原子力事業者は原子力損害賠償責任保険
の付保と事業者間相互扶助制度による賠償措置を要求され、その責任は当該賠償措
置額までに制限される。See 42 USC §2210（e） （ 1 ）.
（131）Bayman, supra note 124.
（132）竹内・前掲注（55）31頁、下山俊次「各国原子力損害賠償法制の動向と問題
点」ジュリ409号38頁（1968年）、内田邦夫「原子力損害の賠償に関する法律の一部
改正」ジュリ696号87頁ないし88頁（注 4 番）（1979年）、卯辰・前掲注（ 1 ）43頁
参照。
（133）内田・前掲注 （132） 88頁 （注 4 ）、 卯辰・前掲注 （ 1 ） 46頁、 42 U.S.C. §2210
（n） （ 1 ）参照。
（134）卯辰・前掲注（ 1 ）46頁。
（135）内田・前掲注（132）88頁（注 4 ）。
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（141）我が国の原賠法は、原子力法と異なり、戦争行為のみならず、異常に巨大な天
災地変をも免責事由として規定している。
（142）See In re September 11 Litigation, 931 F.Supp.2d 496, at 505; Cardwell, supra 
note 96, at 578. 






（145）See National Commission on the BP Deepwater Horizon Oil Spill and Off-










みならず、「人力の不介入（the absence of human agency）」が「つねに必要とさ
れる」と指摘されている。北川・前掲注（63） 4 頁。






（155）In re September 11 Litigation, 931 F.Supp.2d 496.
（156）前掲注（64）参照。
（157）前掲注（54）参照。
